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第１ 基準に準拠している旨 

  本審査は、木津川市監査基準に準拠して執行した。 

 

第２ 審 査 の 対 象 

  令和４年度 木津川市公共下水道事業会計決算 

 

第３ 審 査 の 期 間 

  令和５年７月１８日から令和５年８月４日まで 

 

第４ 審 査 の 方 法 

  公共下水道事業会計の決算審査にあたっては、市長から送付を受けた決算報告書、キ

ャッシュ・フロー計算書、損益計算書、剰余金計算書、貸借対照表及びその他決算附属

書類が地方公営企業法第３０条及び同法施行令第２３条の規定に準拠して調製されてい

るか、また、その計数の正確性、事務処理の適否、予算の執行状況等について検証する

ため、関係諸帳簿との照合を行い、併せて関係職員から説明聴取を行い審査を実施した。 

 

第５ 審 査 の 結 果 

  審査に付された公共下水道事業会計の決算報告書その他関係書類は、いずれも地方公

営企業法及びその他の関係法令に基づいて調製されており、審査した範囲において、そ

の計数は関係帳簿等と照合した結果、適正に表示、処理されていると認められた。 

  なお、業務の概要及び損益の概要については、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) １ 文中及び表中に用いる比率は、小数点以下第２位を四捨五入した。そのため構成比率について、総計と内訳の

計とが一致しない場合がある。また、該当数値がないものは、「－」で表示した。 

２ 文中に用いている「ポイント」とは、パーセンテージ間の差引数値である。 
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第６ 審 査 の 概 要 

１ 業務実績 

(１)業務の状況 

   令和４年度の業務の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 

行政区域内人口 80,026 人 79,633 人 393 人

全体計画区域内人口 78,838 人 78,427 人 411 人

全体計画区域面積 1,959.2 ha 1,959.2 ha 0.0 ha

処理区域内人口 75,125 人 74,593 人 532 人

処理区域内面積 1,550.8 ha 1,546.6 ha 4.2 ha

普 及 率 93.9 ％ 93.7 ％ 0.2 Ｐ

処理区域内戸数 30,892 戸 30,121 戸 771 戸

年度末水洗化戸数 29,079 戸 28,343 戸 736 戸

水 洗 化 率 94.6 ％ 94.5 ％ 0.1 Ｐ

管 渠 延 長 397 ㎞ 396 ㎞ 1 ㎞

年間総処理水量 7,054,185 m3 7,202,551 m3 △ 148,366 m3

年 間 有 収 水 量 7,035,233 m3 7,087,829 m3 △ 52,596 m3

年 間 有 収 量 率 99.7 ％ 98.4 ％ 1.3 Ｐ

年 度 末 職 員 数 12 人 13 人 △ 1 人

区　　　分
令和４年度 令和３年度 比較増減 対前年度比

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）＝（Ａ）－（Ｂ） （Ｃ）／（Ｂ）

0.5%

0.5%

0.0%

0.7%

0.3%

―

―

△ 7.7%

2.6%

2.6%

―

0.3%

△ 2.1%

△ 0.7%

 
(注)年度末職員数は、再任用職員（１名）と会計年度任用職員(１名)を含む。 

   令和４年度末の処理区域内面積は１,５５０.８ha、処理区域内人口は７万５,１２５

人で、行政区域内人口８万２６人に対する普及率は９３.９％で、前年度と比べ、０.

２ポイント上昇している。 

   年度末水洗化戸数は２万９,０７９戸となり、前年度と比べ、７３６戸増加し、水洗

化率は９４.６％で、前年度と比べ、０.１ポイント上昇している。 

   年間総処理水量は７０５万４,１８５㎥で、前年度と比べ、１４万８,３６６㎥減少

している。 

   水洗化戸数の主な増加要因は、城山台地区の人口増加によるものである。 

年間総処理水量及び年間有収水量の主な減少要因は、新型コロナウイルス感染症の

ワクチン接種が進み、社会活動が再開しはじめたことによる家庭での水利用の減少が、

城山台地区等の人口増加による使用水量の増加を上回ったことによるものである。 

下水道使用料の算定基準となる年間有収水量は、７０３万５,２３３㎥で、前年度と

比べ、５万２,５９６㎥減少している。また、年間有収量率は９９.７％となり、前年

度と比べ、１.３ポイント良化している。 
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(２)使用料単価及び処理原価 

   有収水量１㎥当たりの使用料単価と処理原価は、以下のとおりである。 

(単位：円、％) 

区   分 
使用料単価 

(Ａ) 

処 理 原 価 

(Ｂ) 

利   益 

(Ａ)－(Ｂ) 

利益率 

(Ａ)／(Ｂ)×100 

処 理 原 価 

(公費負担後) 

令和４年度 １２８.０４ １６５.１０ △３７.０６ ７７.６ １５０.００ 

令和３年度 １２５.００ １７３.６０ △４８.６０ ７２.０ １５０.００ 
  (注)使用料単価＝下水道使用料(税抜)÷年間有収水量 

    処 理 原 価(B)＝汚水処理費[維持管理費＋資本費(減価償却費＋企業債利息)]÷年間有収水量 

    処 理 原 価(公費負担後)＝汚水処理費[維持管理費＋資本費(減価償却費＋企業債利息)－繰入金]÷年間有収水量 

   有収水量１㎥当たりの使用料単価は１２８円４銭で、これに対する処理原価は１６

５円１０銭となっている。この結果、３７円６銭の差損となっているが、利益率は７

７.６％となり、前年度と比べ、５.６ポイント改善している。 

なお、一般会計からの繰入後（基準内）の処理原価は１５０円である。これは、使

用料単価が１５０円未満の場合、国が示す『下水道使用料の水準（目安）』では「処

理原価が１５０円を超える場合は、使用料単価を１５０円まで引き上げる」とあり、

処理原価１５０円分までは私費（使用料）負担が原則とされるが、使用料の適正化の

目安となる１５０円を超える部分については、繰入金（基準内）で対応しているため

である。 
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２ 予算の執行状況 

(１)収益的収入及び支出状況 
   令和４年度の収益的収入及び支出に係る予算執行状況は、次のとおりである。 

① 収益的収入(事業収益)(税込)                    (単位：円) 

予　算　額 決　算　額 予算額に対する増減 収入率

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ） （Ｂ）／（Ａ）

営業収益 1,011,350,000 1,011,419,296 69,296 100.0%

下水道使用料 990,835,000 990,874,796 39,796 100.0%

他会計負担金 19,376,000 19,376,000 0 100.0%

その他営業収益 1,139,000 1,168,500 29,500 102.6%

営業外収益 1,310,763,000 1,321,507,836 10,744,836 100.8%

他会計負担金 319,469,000 154,994,000 △ 164,475,000 48.5%

他会計補助金 183,936,000 279,121,000 95,185,000 151.7%

長期前受金戻入 806,944,000 886,940,969 79,996,969 109.9%

雑収益 414,000 451,867 37,867 109.1%

特別利益 1,000 0 △ 1,000 0.0%

その他特別利益 1,000 0 △ 1,000 0.0%

収 入 合 計 2,322,114,000 2,332,927,132 10,813,132 100.5%

前 年 度 収 入 合 計 2,305,665,000 2,317,333,694 11,668,694 100.5%

区　　　分

(注)決算額は、仮受消費税及び地方消費税 9,008 万 1,658 円を含む。 

 

② 収益的支出(事業費用)(税込)                   (単位：円) 

予　算　額 決　算　額 執行率 翌年度

（Ａ） （Ｂ） (B)/(A) 繰越額

営業費用 2,190,038,000 2,188,292,565 99.9% 0 1,745,435

管渠費 18,075,000 17,775,847 98.3% 0 299,153

処理場費 108,858,000 108,332,126 99.5% 0 525,874

普及指導費 200,000 130,000 65.0% 0 70,000

業務費 62,721,000 62,416,809 99.5% 0 304,191

総係費 98,778,000 98,254,830 99.5% 0 523,170

流域下水道維持管理費 558,845,000 558,825,334 100.0% 0 19,666

減価償却費 1,342,561,000 1,342,557,619 100.0% 0 3,381

営業外費用 128,876,000 124,573,032 96.7% 0 4,302,968

支払利息及び企業債利息 123,875,000 123,874,332 100.0% 0 668

消費税及び地方消費税 5,000,000 698,700 14.0% 0 4,301,300

その他営業外費用 1,000 0 0.0% 0 1,000

特別損失 380,000 299,002 78.7% 0 80,998

過年度損益修正損 380,000 299,002 78.7% 0 80,998

予備費 2,820,000 0 0.0% 0 2,820,000

予備費 2,820,000 0 0.0% 0 2,820,000

支 出 合 計 2,322,114,000 2,313,164,599 99.6% 0 8,949,401

前 年 度 支 出 合 計 2,305,665,000 2,298,366,376 99.7% 0 7,298,624

区　　　分 不　用　額

 
(注)決算額は､仮払消費税及び地方消費税 7,011 万 7,603 円を含む｡ 

なお､このうち確定消費税額は 69万 8,700 円である｡ 
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   税込収益的収入の予算額２３億２，２１１万４,０００円に対し、決算額は２３億３，

２９２万７,１３２円で、収入率は１００.５％となっている。 

   収入の主なものは、営業収益では下水道使用料９億９,０８７万４,７９６円で、営

業外収益では、長期前受金戻入８億８,６９４万９６９円となっている。 

   一方、税込収益的支出の予算額２３億２,２１１万４,０００円に対して、決算額は

２３億１,３１６万４,５９９円で９９.６％の執行率となっている。 

   また、不用額は８９４万９,４０１円で、予算額に対する割合は０.４％となってお

り、翌年度繰越額は発生していない。 

   支出の主なものは、営業費用では、加茂浄化センターの維持管理費１億８３３万２,

１２６円、各流域下水道施設の維持管理に係る負担金５億５,８８２万５,３３４円と

なっており、営業外費用では、企業債に係る利息１億２,３８７万４,３３２円などで

ある。 

 

(２)資本的収入及び支出状況 

   令和４年度の資本的収入及び支出に係る予算執行状況は、次のとおりである。 
 

① 資本的収入(税込)                        (単位：円) 

予　算　額 決　算　額 予算額に対する増減 収入率

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ） （Ｂ）／（Ａ）

企 業 債 451,900,000 285,400,000 △ 166,500,000 63.2%

他 会 計 負 担 金 63,877,000 63,989,000 112,000 100.2%

他 会 計 補 助 金 77,132,000 146,310,000 69,178,000 189.7%

工 事 負 担 金 0 0 0 －

国 庫 補 助 金 291,323,000 173,923,000 △ 117,400,000 59.7%

その他資本的収入 1,554,000 1,552,400 △ 1,600 99.9%

基 金 繰 入 金 0 0 0 -

収 入 合 計 885,786,000 671,174,400 △ 214,611,600 75.8%

前 年 度 収 入 合 計 724,585,000 612,379,776 △ 112,205,224 84.5%

区　　　分

 
(注)決算額は、仮払消費税及び地方消費税 14 万 1,090 円を含む。 

 ② 資本的支出(税込)                        (単位：円) 

予　算　額 決　算　額 執行率 翌年度

（Ａ） （Ｂ） (B)/(A) 繰越額

建 設 改 良 費 774,184,000 507,927,269 65.6% 264,400,000 1,856,731

企 業 債 償 還 金 621,811,000 621,810,172 100.0% 0 828

積 立 金 2,000 400 20.0% 0 1,600

支 出 合 計 1,395,997,000 1,129,737,841 80.9% 264,400,000 1,859,159

前年度支出合計 1,229,622,000 1,125,911,862 91.6% 101,200,000 2,510,138

区　　　分 不　用　額

 
(注)決算額は、仮払消費税及び地方消費税 4,239 万 1,431 円を含む。 
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   税込資本的収入は、予算額８億８,５７８万６,０００円に対し、決算額は６億７,

１１７万４,４００円で、収入率は７５.８％となっている。 

   一方、税込資本的支出は、予算額１３億９,５９９万７,０００円に対して、決算額

は１１億２,９７３万７,８４１円、執行率は８０.９％となっている。 

   また、不用額は１８５万９,１５９円で、予算額に対する割合は０.１％となってお

り、翌年度繰越額は２億６,４４０万円となっている。 

   収入の主なものは、企業債２億８,５４０万円、一般会計からの補助金１億４,６３

１万円、国庫補助金１億７,３９２万３,０００円などである。 

   支出は、建設改良費５億７９２万７,２６９円で、この主な内訳は木津地区の第６、

第７処理分区に係る面整備工事３,３３９万４,９００円及び舗装本復旧工事１,０２４

万３,２００円、山城地区の処理分区に係る管渠工事５,５２０万２,４００円及び舗装

本復旧工事９１０万１,４００円、加茂地区の加茂浄化センター実施設計２,９２０万

円及び建設工事１億２,０００万円などである。 

   また、京都府等の下水道建設事業に係る負担金は、木津川上流流域下水道建設事業

負担金９,９１２万１,５１９円、木津川流域下水道建設事業負担金５９８万７,０８３

円などであり、また、企業債償還金は、地方公共団体金融機構等への元金償還金で、

令和４年度末の企業債未償還残高は、７３億２,９５９万９,７７６円となっている。 

   この結果、資本的収支の差引不足額４億５,８５６万３,４４１円が生じたが、当年

度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１,９４６万２,０８４円、過年度分損益

勘定留保資金８,７０２万５,４８７円及び当年度分損益勘定留保資金３億３,４０７万

５,８７０円で補てんされている。 

 

３ 経営成績 

(１)収益的収支の状況 

   令和４年度の消費税及び地方消費税抜きの経営成績は、次のとおりで、総収益２２

億４,２８４万５,５２７円に対し、総費用は２２億４,２５４万５,０７８円で、差引

き３０万４４９円の純利益となっている。 

 

① 収益的収支の推移(税抜)                   (単位：円、％) 

区 分 

総  収  益 

(下水道事業収益) 

総  費  用 

(下水道事業費用) 
純  利  益 

( △ は 純 損 失 ) 

金 額 (Ａ) 
す う 勢 
比 率 金 額 (Ｂ) 

す う 勢 
比 率 (Ａ)－(Ｂ) 総 収 支

比 率 

４ 2,242,845,527 96.9 2,242,545,078 96.9 300,449 100.0 

３ 2,228,717,738 96.3 2,228,502,896 96.3 214,842 100.0 

２ 2,313,458,150 100.0 2,313,110,555 100.0 347,595 100.0 

 (注)すう勢比率は、令和２年度を基準年度(１００)とする。 
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② 事業収支前年度比較(税抜)                    (単位：円) 

令和４年度 令和３年度 増減額

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

下水道事業収益(a) 2,242,845,527 2,228,717,738 14,127,789 0.6%

営業収益 921,339,772 908,429,300 12,910,472 1.4%

営業外収益 1,321,505,755 1,320,288,438 1,217,317 0.1%

特別利益 0 0 0 －

下水道事業費用(b) 2,242,545,078 2,228,502,896 14,042,182 0.6%

営業費用 2,118,202,144 2,091,246,264 26,955,880 1.3%

営業外費用 124,071,114 137,103,092 △ 13,031,978 △9.5%

特別損失 271,820 153,540 118,280 77.0%

差 引 額 (a)-(b) 300,449 214,842 85,607 －

区　　　分 増減率

 

   令和４年度の総収益２２億４,２８４万５,５２７円の内訳は、営業収益が９億２，

１３３万９,７７２円で、前年度の９億８４２万９,３００円と比べ、１,２９１万４７

２円(１.４％)の増収となっている。 

   営業外収益は１３億２,１５０万５,７５５円で、前年度の１３億２，０２８万８,

４３８円と比べ、１２１万７,３１７円(０.１％)の増収となっている。 

   増収の主な要因は、下水道使用料の令和５年２月分からの引き上げによる増加や長

期前受金戻入の増加によるものである。 

   一方、総費用２２億４,２５４万５,０７８円の内訳は、営業費用が２１億１,８２０

万２,１４４円で、前年度の２０億９,１２４万６,２６４円と比べ、２,６９５万５，

８８０円(１.３％)の支出増となっている。 

   支出増の主な要因は、令和５年４月の上下水道部組織統合に向けた無線ＬＡＮの整

備や公営企業会計システムを変更したことによるものである。 

   営業外費用は１億２,４０７万１,１１４円で、前年度の１億３,７１０万３,０９２

円と比べ、１,３０３万１,９７８円(９.５％)の支出減となっている。 

   支出減の主な要因は、企業債利息が減少したことによるものである。 

   また、特別損失は２７万１,８２０円で、前年度の１５万３,５４０円と比べ、１１

万８,２８０円(７７.０％)増加している。 

   増加の主な要因は、過年度使用料の還付金である過年度損益修正損が増加したこと

によるものである。 

(各区分の内訳は「決算審査資料 第２表 損益計算書構成及びすう勢比率表(税抜)」参照) 
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４ 財政状態 

(１)資産及び負債・資本の状況 

   令和４年度の財政状態と前年度との比較は、次のとおりである。 

① 資産の部(貸借対照表・固定資産明細書による)           (単位：円) 

令和４年度 令和３年度 増減額

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

有形固定資産(a) 31,208,896,723 31,878,189,094 △ 669,292,371 △2.1%

土 地 653,651,716 651,099,475 2,552,241 0.4%

建 物 85,532,942 89,719,953 △ 4,187,011 △4.7%

構 築 物 29,808,556,388 30,674,288,266 △ 865,731,878 △2.8%

機 械 及 び 装 置 596,893,302 452,999,309 143,893,993 31.8%

工具、器具及び備品 602,037 978,572 △ 376,535 △38.5%

建 設 仮 勘 定 63,660,338 9,103,519 54,556,819 599.3%

無形固定資産(b) 4,277,155,126 4,473,745,695 △ 196,590,569 △4.4%

施 設 利 用 権 4,277,155,126 4,473,745,695 △ 196,590,569 △4.4%

投資その他の資産(c) 30,502,958 30,502,558 400 0.0%

基 金 30,502,958 30,502,558 400 0.0%

流 動 資 産(d) 531,317,219 591,870,170 △ 60,552,951 △10.2%

現 金 預 金 276,314,724 330,902,511 △ 54,587,787 △16.5%

未 収 金 257,809,272 263,828,863 △ 6,019,591 △2.3%

貸倒引当金（△） △ 2,806,777 △ 2,861,204 54,427 △1.9%

資 産 合 計

(a)+(b)+(c)+(d)

区　　　分 増減率

36,047,872,026 36,974,307,517 △ 926,435,491 △2.5%

 
   資産合計３６０億４,７８７万２,０２６円で、前年度と比べ、９億２,６４３万５,

４９１円(２.５％)減少している。 

   この内訳は、有形固定資産では、建物が４１８万７,０１１円(４.７％)、構築物が

８億６,５７３万１,８７８円(２.８％)、工具、器具及び備品が３７万６,５３５円(３

８.５％)減少しており、機械及び装置が１億４,３８９万３,９９３円(３１.８％)、建

設仮勘定が５,４５５万６,８１９円(５９９.３％)増加している。 

   有形固定資産が減少した主な要因は、令和４年度に取得した資産の取得価格よりも

各資産の減価償却費が上回ったことによるものである。 

   無形固定資産では、施設利用権が１億９,６５９万５６９円(４.４％)減少している。 

   また、流動資産では、現金預金が５,４５８万７,７８７円(１６.５％)、未収金が６

０１万９,５９１円(２.３％)それぞれ減少している。 
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② 負債・資本の部(貸借対照表による)                (単位：円) 

令和４年度 令和３年度 増減額

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

固定負債(a) 6,733,249,398 7,044,199,776 △ 310,950,378 △4.4%

企 業 債 6,733,249,398 7,044,199,776 △ 310,950,378 △4.4%

流動負債(b) 965,281,514 1,068,110,001 △ 102,828,487 △9.6%

企 業 債 596,350,378 621,810,172 △ 25,459,794 △4.1%

未 払 金 360,780,580 437,253,874 △ 76,473,294 △17.5%

引 当 金 7,650,556 8,545,955 △ 895,399 △10.5%

そ の 他 流 動 負 債 500,000 500,000 0 0.0%

繰延収益(c) 21,727,317,688 22,242,827,404 △ 515,509,716 △2.3%

長 期 前 受 金 26,624,484,751 26,253,053,498 371,431,253 1.4%

長期前受金収益化累計額 △ 4,897,167,063 △ 4,010,226,094 △ 886,940,969 22.1%

資本金(d) 6,142,094,753 6,142,094,753 0 0.0%

自 己 資 本 金 6,142,094,753 6,142,094,753 0 0.0%

剰余金(e) 479,928,673 477,075,583 2,853,090 0.6%

資 本 剰 余 金 478,904,126 476,351,485 2,552,641 0.5%

利 益 剰 余 金 1,024,547 724,098 300,449 41.5%

欠 損 金 ( △ ) 0 0 0 －

負 債 ・ 資 本 合 計

(a)+(b)+(c)+(d)+(e)

区　　　分 増減率

36,047,872,026 36,974,307,517 △ 926,435,491 △2.5%

  

負債・資本合計３６０億４,７８７万２,０２６円で、前年度と比べ、９億２,６４３

万５,４９１円(２.５％)減少している。 

   この内訳は、固定負債が３億１,０９５万３７８円(４.４％)、流動負債が１億２８

２万８,４８７円(９.６％)、繰延収益が５億１,５５０万９,７１６円(２.３％)減少し

ている。 

   固定負債が減少した要因は、企業債の償還が進み、企業債残高が減少したことによ

るものである。 

流動負債が減少した要因は、未収金及び企業債償還額が減少したことによるもので

ある。 

また、繰延収益が減少した要因は、長期前受金の収益化が進んだことによるもので

ある。 
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(２)財務分析等 

   財務分析は、財政運営の健全性や安全性を示す指標となるもので、財務比率の主な

もの、及び前年度と類似団体の比較は、次のとおりである。 

(単位：％) 

区 分 ４年度 ３年度 

類 似 

団 体 

平 均 ③ 

算          式 

総 収 支 比 率 100.0 100.0 108.1 
 総 収 益 

×１００ 
 総 費 用 

経 常 収 支 比 率 100.0 100.0 107.9 
 営業収益＋営業外収益 

×１００ 
 営業費用＋営業外費用 

営 業 収 支 比 率 43.5 43.4 － 
 営業収益－受託工事収益 

×１００ 
 営業費用－受託工事費 

自 己 資 本 

構 成 比 率 
78.6 78.1 61.3  

自己資本金＋剰余金＋繰延収益 

×１００ 
負債・資本合計 

固 定 資 産 対 

長 期 資 本 比 率 
101.2 101.3 101.4  

固 定 資 産 

×１００ 資本金＋剰余金＋評価差額＋

固定負債＋繰延収益 

流 動 比 率 55.0 55.4 －  
流 動 資 産 

×１００ 
流 動 負 債 

負 債 比 率 125.3 132.1 －  
固定負債＋流動負債 

×１００ 
自 己 資 本 

   (注)１ 令和４年度及び令和３年度の数値は、負債比率を除き、それぞれの年度の地方公営企 

   業決算状況調査による。 

     ２ 類似団体の数値は、総務省の「令和３年度下水道事業経営指標・下水道使用料の概要」による。 

 

   総収支比率は、総費用が総収益によってどの程度賄っているかを示す指標で、この

比率が１００％未満の場合は、健全な経営とは言えないため、１００％以上が望まし

い。 

令和４年度は１００.０％となっている。 

 

   経常収支比率は、収益性を見る際の代表的な指標で、経常費用が経常収益によって

どの程度賄われているかを示すもので、この比率が高いほど経常利益率が高く、１０

０％未満の場合は、経常損失が生じていることになる。 

令和４年度は１００.０％となっている。 
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   営業収支比率は、経常収支比率と同様に収益性を見る際の代表的な指標で、営業費

用が営業収益によってどの程度賄われているかを示すもので、この比率が高いほど営

業利益率が高く、１００％未満の場合は、営業損失が生じていることになる。 

令和４年度は４３.５％で、前年度と比べ、０.１ポイント改善しているが、前年度

と同様に営業損失が生じている。 

 

   自己資本構成比率は、総資本の中に占める自己資本の割合を表す指標で、企業経営

の安定性を示すもので、令和４年度は７８.６％で、前年度と比べ、０.５ポイント改

善している。 

 

   固定資産対長期資本比率は、長期の安定した資本で固定資産をどの程度賄っている

かを表す指標で、この比率が１００％を超えると固定資産に過大な投資が行われたこ

とを示すものである。 

令和４年度は１０１.２％で、前年度と比べ、０.１ポイント改善している。 

 

   流動比率は、流動負債に対する流動資産の割合であり、短期債務に対する支払能力

を表す指標で、１００％を下回ると不良債務が発生していることを示すものである。 

令和４年度は５５.０％で、前年度と比べ、０.４ポイント悪化している。 

 

   負債比率は、自己資本に対して負債がどの程度あるかを示す指標で、この比率は、

１００％以下が望ましいとされている。 

令和４年度は１２５.３％で、前年度と比べ６.８ポイント改善している。 
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第７ 総 括 的 意 見 

 令和４年度の木津川市公共下水道事業は、建設改良費に５億７９２万７,２６９円が投じ

られ、令和４年度末の供用開始面積は１,５５０.８ha で、処理区域内人口は７万５,１２

５人、水洗化率は９４.６％、水洗化戸数は２万９,０７９戸となり、前年度と比べ７３６

戸の増加となっている。 

 また、利益率は、下水道使用料の引き上げなどにより、昨年度よりも５.６ポイント改善

されており、経営の安定化に努められている。 

 

① 業務状況 

  令和４年度における下水道整備は、５件の面整備工事を実施し、下水道管を０.６㎞布

設しており、処理区域内面積は４.２ha の拡大となっている。 

  この結果、総人口に対する普及率は、前年度から０.２ポイント増の９３.９％となり、

年間総処理水量は７０５万４,１８５㎥で、有収水量は７０３万５,２３３㎥、有収量率

は１.３ポイント増の９９.７％となっている。 

  面整備工事の前後には当該地区の各戸に訪問等を行い、接続勧奨に努めていることは

評価できる。今後も引き続き普及率と水洗化率の向上に努められたい。 

 

② 経営状況等 

  令和４年度の経営状況は、総収益が２２億４,２８４万５,５２７円で、総費用は２２

億４,２５４万５,０７８円となり、これらを差引いた結果、３０万４４９円の税抜純利

益となっているものの、収益を見ると他会計補助金の依存割合が高いことから、引き続

き経営努力が求められる。 

  下水道使用料単価は１２８円４銭であり、これに対する処理原価は１６５円１０銭で

あることから、３７円６銭の差損となっている。前年度の４８円６０銭の差損から１１

円５４銭改善されているものの、１５円１０銭の基準内繰入を含み３７円６銭に相当す

る部分については、繰入金で対応されている。引き続き、処理原価を縮減させるための

経営改善に努めたれたい。 

  また、下水道事業は、構築物をはじめとする固定資産が多額となることから、非現金

支出の減価償却費だけで営業収益を上回り、収益的支出の５８.０％を占めていることや、

収益においても非現金収入である長期前受金戻入が収益的収入の３８.０％を占めている

ことから、留意が必要である。 

 

③ 財政状況等 

  税込資本的収支については、収入の６億７,１１７万４,４００円に対し、支出は１１

億２,９７３万７,８４１円となり、４億５,８５６万３,４４１円の支出超過となってい

るが、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１,９４６万２,０８４円、過年
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度分損益勘定留保資金８,７０２万５,４８７円及び当年度分損益勘定留保資金３億３,

４０７万５,８７０円で補てんしている。 

  企業債については、令和４年度の借入金は２億８,５４０万円、元金償還金は６億２,

１８１万１７２円となり、未償還残高は前年度と比べ、３億３,６４１万１７２円減少し、

７３億２,９５９万９,７７６円となっている。 

  また、一般会計からの繰入金も前年度と比べ、７,９６３万５,０００円減少し、６億

５,６１９万２,０００円となっている。 

  企業債及び一般会計からの繰入金がそれぞれ減少しているものの、多額の企業債借入

や一般会計からの繰入金に依存する経営体質となっていることから、引き続き経営改善

に取り組まれたい。 

 

④ 下水道使用料の収納及び滞納対策状況等 

下水道事業の財源である下水道使用料の令和５年３月末現在の現年度分の収納率は、

１２か月分の使用料調定額に対して、納入済の９.５か月分の使用料徴収として７５.９％、

過年度分の収納率は９０.９％となっており、全体の収納率は７８.８％で、前年度の３

月末現在と比べると、１.４ポイント悪化している。なお、納入手続の完了していない２.

５か月分の使用料を含む現年分と滞納繰越分を合わせた未収額は、２億５,７３６万８,

２７２円となっている。 

下水道使用料の滞納対策については、引き続き、通常の催告書に加え、前年度の滞納

者に対して未納のお知らせと納付書を送付するなどの徴収努力は認められる。しかしな

がら、滞納状況が改善されているとは言い難い。ついては、納付資力のある悪質な滞納

者については財産調査等を行い、差押え等の滞納処分を適切に実施されたい。 

 

⑤ 安定した経営に向けて 

  令和４年度末での普及率は９３.９％であり、概ね普及促進は図れているが、今後は、

人口密度の低い地域での整備が多くなるため効率的な整備や、接続率の向上を図り、収

益向上に努められたい。 

  また、下水道施設の老朽化に対応した維持管理・更新が課題となるため、ストックマ

ネジメント計画に基づき、施設の長寿命化や投資の平準化を図り、安定的に事業の継続

に努められたい。 

  下水道使用料については、令和５年２月分から引き上げられたが、下水道事業会計は

一般会計からの繰入金に依存する経営体質であり、継続して事務事業全般の見直しに取

り組まれたい。 

なお、今後も定期的に処理原価と下水道使用料単価を検証し、経営改善を反映させた

適正な下水道使用料となるよう努められたい。 
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む す び 

下水道整備事業が終盤を迎える中、工事の施工・管理を適切に行い、早期整備完了を実

現するとともに、接続促進に向けた取り組みに努められたい。また、老朽化が進む処理施

設の長寿命化対策であるストックマネジメント計画に基づき、更新・改築等の事業を引き

続き効率的に進められたい。 

公共下水道は、生活環境の改善、公共用水域の水質保全及び浸水被害の解消など、市民

生活の根幹を担う都市基盤であり、その経営にあたっては持続的かつ安定的な経営が求め

られる。このような中、令和５年２月分からの下水道使用料改定により国の方針である単

価１５０円まで引き上がることになり、一般会計からの基準外繰入金が縮減される見込み

である。 

しかしながら、下水道事業会計は、依然として一般会計からの繰入金等により収支の均

衡を保っている状況であることから、経営状況を常に公開し、使用者の理解を得るととも

に、経営改善に向けた効率的な事業運営や収入確保・滞納対策等の取り組みに努められた

い。 
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第１表  予算決算対照比率表 

 

１ 収益的収支 

 ① 下水道事業収益                                           (単位：円、％) 

予算額 構成比率 予算額 構成比率 決算額 構成比率 決算額 構成比率 ４年度 ３年度

営業収益 1,011,350,000 43.5 997,024,000 43.2 1,011,419,296 43.4 997,025,380 43.0 100.0 100.0

下水道使用料 990,835,000 42.7 974,556,000 42.3 990,874,796 42.5 974,556,880 42.1 100.0 100.0

他会計負担金 19,376,000 0.8 19,376,000 0.8 19,376,000 0.8 19,376,000 0.8 100.0 100.0

その他営業収益 1,139,000 0.0 3,092,000 0.1 1,168,500 0.1 3,092,500 0.1 102.6 100.0

営業外収益 1,310,763,000 56.5 1,308,640,000 56.8 1,321,507,836 56.6 1,320,308,314 56.9 100.8 100.9

他会計負担金 319,469,000 13.8 347,361,000 15.1 154,994,000 6.6 217,521,000 9.4 48.5 62.6

他会計補助金 183,936,000 7.9 156,306,000 6.8 279,121,000 12.0 297,743,000 12.8 151.7 190.5

　長期前受金戻入 806,944,000 34.8 804,374,000 34.9 886,940,969 38.0 804,370,269 34.7 109.9 100.0

雑収益 414,000 0.0 599,000 0.0 451,867 0.0 674,045 0.0 109.1 112.5

特別利益 1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

その他特別利益 1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

合　　　計 2,322,114,000 100.0 2,305,665,000 100.0 2,332,927,132 100.0 2,317,333,694 100.0 100.5 100.5

区　　分
令和４年度 令和３年度 令和４年度 令和３年度

予算額に対する

決算額の割合

 
(注)表中の金額には仮受消費税及び地方消費税を含む。 

構成比率は、各区分で小数点第１位未満を四捨五入したものであり、合計に一致しない場合がある。 
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 ② 下水道事業費用                                           (単位：円、％) 

予算額 構成比率 予算額 構成比率 決算額 構成比率 決算額 構成比率 ４年度 ３年度

営業費用 2,190,038,000 94.4 2,160,798,000 93.7 2,188,292,565 94.6 2,159,350,735 93.9 99.9 99.9

管渠費 18,075,000 0.8 17,652,000 0.8 17,775,847 0.8 17,287,646 0.8 98.3 97.9

処理場費 108,858,000 4.7 113,099,000 4.9 108,332,126 4.7 112,613,852 4.9 99.5 99.6

普及指導費 200,000 0.0 700,000 0.0 130,000 0.0 640,000 0.0 65.0 91.4

業務費 62,721,000 2.7 60,208,000 2.6 62,416,809 2.7 60,088,078 2.6 99.5 99.8

総係費 98,778,000 4.3 76,227,000 3.3 98,254,830 4.2 75,934,000 3.3 99.5 99.6

流域下水道維持管理費 558,845,000 24.1 556,457,000 24.1 558,825,334 24.2 556,334,367 24.2 100.0 100.0

減価償却費 1,342,561,000 57.8 1,336,455,000 58.0 1,342,557,619 58.0 1,336,452,792 58.1 100.0 100.0

営業外費用 128,876,000 5.5 141,687,000 6.1 124,573,032 5.4 138,846,747 6.0 96.7 98.0

支払利息及び企業債利息 123,875,000 5.3 136,686,000 5.9 123,874,332 5.4 136,684,747 5.9 100.0 100.0

消費税及び地方消費税 5,000,000 0.2 5,000,000 0.2 698,700 0.0 2,162,000 0.1 14.0 43.2

その他営業外費用 1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

特別損失 380,000 0.0 180,000 0.0 299,002 0.0 168,894 0.0 78.7 93.8

過年度損益修正損額 380,000 0.0 180,000 0.0 299,002 0.0 168,894 0.0 78.7 93.8

予備費 2,820,000 0.1 3,000,000 0.1 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

予備費 2,820,000 0.1 3,000,000 0.1 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

合計 2,322,114,000 100.0 2,305,665,000 100.0 2,313,164,599 100.0 2,298,366,376 100.0 99.6 99.7

区　　分
令和４年度 令和３年度 令和４年度 令和３年度

予算額に対する

決算額の割合

 
(注)表中の金額には仮払消費税及び地方消費税を含む。 

構成比率は、各区分で小数点第１位未満を四捨五入したものであり、合計に一致しない場合がある。 
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２ 資本的収支 
 ① 収  入                                              (単位：円、％) 

予算額 構成比率 予算額 構成比率 決算額 構成比率 決算額 構成比率 ４年度 ３年度

資本的収入 885,786,000 100.0 724,585,000 100.0 671,174,400 100.0 612,379,776 100.0 75.8 84.5

企業債 451,900,000 51.0 329,600,000 45.5 285,400,000 42.5 281,900,000 46.0 63.2 85.5

他会計負担金 63,877,000 7.2 71,309,000 9.8 63,989,000 9.5 71,419,000 11.7 100.2 100.2

他会計補助金 77,132,000 8.7 149,018,000 20.6 146,310,000 21.8 137,311,000 22.4 189.7 92.1

国庫補助金 291,323,000 32.9 171,500,000 23.7 173,923,000 25.9 118,535,000 19.4 59.7 69.1

基金繰入金 0 0.0 1,661,000 0.2 0 0.0 1,661,771 0.3 － 100.0

その他資本的収入 1,554,000 0.2 1,497,000 0.2 1,552,400 0.2 1,553,005 0.3 99.9 103.7

区　　分
令和４年度 令和３年度 令和４年度 令和３年度

予算額に対する

決算額の割合

 
(注)表中の金額には仮受消費税及び地方消費税を含む。 

構成比率は、各区分で小数点第１位未満を四捨五入したものであり、合計に一致しない場合がある。 

 

 

② 支  出                                              (単位：円、％) 

予算額 構成比率 予算額 構成比率 決算額 構成比率 決算額 構成比率 ４年度 ３年度

資本的支出 1,395,997,000 100.0 1,229,622,000 100.0 1,129,737,841 100.0 1,125,911,862 100.0 80.9 91.6

建設改良費 774,184,000 55.5 583,384,000 47.4 507,927,269 45.0 479,675,854 42.6 65.6 82.2

企業債償還金 621,811,000 44.5 646,236,000 52.6 621,810,172 55.0 646,235,003 57.4 100.0 100.0

積立金 2,000 0.0 2,000 0.0 400 0.0 1,005 0.0 20.0 50.3

区　　分
令和４年度 令和３年度 令和４年度 令和３年度

予算額に対する

決算額の割合

 
(注)表中の金額には仮払消費税及び地方消費税を含む。 

  構成比率は、各区分で小数点第１位未満を四捨五入したものであり、合計に一致しない場合がある。 
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第２表  損益計算書構成及びすう勢比率表(税抜) 
(単位：円、％) 

(注)構成比率は、各区分で小数点第１位未満を四捨五入したものであり、合計に一致しない場合がある。 

すう勢比率は、令和２年度を基準年度(１００)とする。 

 

 

 

 

 

 

 

借            方 貸            方 

区     分 
４年度 

決算額 

構 成 比 率 す う 勢 比 率 
区     分 

４年度 

決算額 

構 成 比 率 す う 勢 比 率 

４年度 ３年度 ４年度 ３年度 ４年度 ３年度 ４年度 ３年度 

１ 営業費用 2,118,202,144 94.5 93.9 98.0 96.7 １ 営業収益 921,339,772 41.1 40.8 102.0 100.5 

管 渠 費 16,177,662 0.7 0.7 104.3 101.5 下 水 道 使 用 料 900,795,272 40.2 39.8 102.1 100.4 

処 理 場 費 98,493,688 4.4 4.6 102.4 106.5 他 会 計 負 担 金 19,376,000 0.9 0.9 100.0 100.0 

普 及 指 導 費 130,000 0.0 0.0 28.9 142.2 その他営業収益 1,168,500 0.1 0.1 72.1 190.9 

業 務 費 56,995,691 2.5 2.5 114.6 110.3       

総 係 費 95,824,451 4.3 3.4 125.2 98.5 ２ 営業外収益 1,321,505,755 58.9 59.3 93.7 93.6 

流域下水道維持管理費 508,023,033 22.7 22.7 86.8 86.4 他 会 計 負 担 金 154,994,000 6.9 9.8 50.0 70.2 

減 価 償 却 費 1,342,557,619 59.9 60.0 100.3 99.9 他 会 計 補 助 金 279,121,000 12.4 13.4 94.6 100.9 

      長期前受金等戻入 886,940,969 39.5 36.1 110.2 99.9 

２ 営業外費用 124,071,114 5.5 6.1 82.3 90.9 雑 収 益 449,786 0.0 0.0 113.9 165.6 

支払利息及び企業債利息 123,874,332 5.5 6.1 82.3 90.9       

その他営業外費用 196,782 0.0 0.0 52.7 112.0 ３ 特別利益 0 0.0 0.0 － － 

      その他特別利益 0 0.0 0.0 － － 

３ 特別損失 271,820 0.0 0.0 225.9 127.6       

過年度損益修正損 271,820 0.0 0.0 225.9 127.6       

            

計 2,242,545,078 100.0 100.0 96.9 96.3 計 2,242,845,527 100.0 100.0 96.9 96.3 

純 利 益 300,449 － － － － 純 損 失 0  － － － 

合     計 2,242,845,527 － － － － 合     計 2,242,845,527 － － － － 
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第３表  貸借対照表構成及びすう勢比率表 
(単位：円、％) 

(注)構成比率は、各区分で小数点第１位未満を四捨五入したものであり、合計に一致しない場合がある。 

すう勢比率は、令和２年度を基準年度(１００)とする。 

借            方 貸            方 

区     分 
４年度 

決算額 

構 成 比 率 す う 勢 比 率 
区     分 

４年度 

決算額 

構 成 比 率 す う 勢 比 率 

４年度 ３年度 ４年度 ３年度 ４年度 ３年度 ４年度 ３年度 

１ 固定資産 35,516,554,807 98.5 98.4 95.3 97.6 １ 固定負債 6,733,249,398 18.7 19.1 91.2 95.4 

有 形 固 定 資 産 31,208,896,723 86.6 86.2 95.7 97.8 建設改良費等財源充当企業債 6,720,998,098 18.6 19.0 91.3 95.5 

無 形 固 定 資 産 4,277,155,126 11.9 12.1 92.1 96.3 その他の企業債 12,251,300 0.0 0.1 48.4 74.2 

投資その他の資産 30,502,958 0.1 0.1 94.8 94.8       

      ２ 流動負債 965,281,514 2.7 2.9 89.4 98.9 

２ 流動資産 531,317,219 1.5 1.6 98.1 109.2 建設改良費等財源充当企業債 589,815,736 1.6 1.7 92.2 96.2 

現 金 預 金 276,314,724 0.8 0.9 113.1 135.5 その他の企業債 6,534,642 0.0 0.0 100.0 100.0 

未 収 金 257,809,272 0.7 0.7 85.8 87.9 引 当 金 7,650,556 0.0 0.0 91.0 101.6 

貸 倒 引 当 金 △2,806,777 0.0 0.0 103.3 105.3 未 払 金 360,780,580 1.0 1.2 84.9 102.9 

      その他流動負債 500,000 0.0 0.0 100.0 100.0 

            

      ３ 繰延収益 21,727,317,688 60.3 60.2 95.6 97.9 

      長 期 前 受 金 26,624,484,751 73.9 71.0 102.7 101.2 

      長期前受金収益化累計額 △4,897,167,063 △13.6 △10.8 152.8 125.1 

            

      ４ 資本金 6,142,094,753 17.0 16.6 100.0 100.0 

      自 己 資 本 金 6,142,094,753 17.0 16.6 100.0 100.0 

            

      ５ 剰余金 479,928,673 1.3 1.3 100.3 99.7 

      資 本 剰 余 金 478,904,126 1.3 1.3 100.2 99.7 

      利 益 剰 余 金 1,024,547 0.0 0.0 201.2 142.2 

      欠 損 金 0 － － － － 

資 産 合 計 36,047,872,026 100.0 100.0 95.3 97.8 負債・資本合計 36,047,872,026 100.0 100.0 95.3 97.8 
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第４表  財務分析表 

区      分 ４年度 ３年度 ２年度 算       式 備              考 

１ 経 常 利 益 
千円 

573 

千円 

368 

千円 

467 

 
経 常 利 益 又 は 経 常 損 失   営業利益に営業外収益を加え、営業外費用を指し引いた利益(損失)である。 

 

２ 累 積 欠 損 金 
千円 

0 

千円 

0 

千円 

0 

 
当 年 度 未 処 理 欠 損 金  

 営業活動によって欠損を生じた場合に、繰越利益剰余金、利益積立金、資本剰
余金等により補てんできなかった各事業年度の損失(赤字)が累積されたものをい

う。  

３ 総 収 支 比 率 
％ 

100.0 

％ 

100.0 

％ 

100.0 

 総 収 益 × 
100 

 総費用に対する総収益の割合であり、総体の収益で総体の費用を賄うことがで

きるかどうかを示すもので、比率が１００％未満の事業は収益で費用が賄われて
いないことを意味する。  総 費 用 

４ 経 常 収 支 比 率 
％ 

100.0 

％ 

100.0 

％ 

100.0 

 営 業 収 益 ＋ 営 業 外 収 益 × 
100 

 経常費用が経常収益によってどの程度賄われているかを示すものであり、この
比率が高いほど経常利益率が高いことを表し、比率が１００％未満であることは
経常損失が生じていることを意味する。  営 業 費 用 ＋ 営 業 外 費 用 

５ 営 業 収 支 比 率 
％ 

43.5 

％ 

43.4 

％ 

41.8 

 営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 × 
100 

 営業費用が営業収益によってどの程度賄われているかを示すもので、この比率
が１００％未満である場合は営業損失が生じていることを意味する。  営 業 費 用 － 受 託 工 事 費 

６ 経 常 損 失 比 率 
％ 

0.0 

％ 

0.0 

％ 

0.0 

 経 常 損 失 × 
100  経常損失が営業収益(受託工事収益を除く。)に占める割合を示すものである。 

 営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 

７ 累積欠損金比率 
％ 

0.0 

％ 

0.0 

％ 

0.0 

 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 × 
100 

 事業体の経営状況が健全な状態にあるかどうかを累積欠損金の有無により把握
するもので営業収益に対する累積欠損金の割合を表すものである。  営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 

８ 不 良 債 務 比 率 
％ 

0.0 

％ 

0.0 

％ 

0.0 

 不 良 債 務 × 
100 

 営業収益に対する不良債務の割合であり、不良債務の有無と営業収益との対応
関係から事業体の経営状況を見るものである。  営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 

９ 自己資本構成比率 
％ 

78.6 

％ 

78.1 

％ 

77.6 

 自己資本金＋剰余金＋繰延収益 × 総資本(負債及び資本)に占める自己資本との関係を示すもので、自己資本構成
比率が大きいほど経営の安定性が高いとされている。  負 債 ・ 資 本 合 計 100 

10 
固 定 資 産 
対長期資本比率 

％ 

101.2 

％ 

101.3 

％ 

101.5 

 固 定 資 産 × 固定資産対長期資本比率は、固定資産に対する自己資本と固定負債との関係を
示すもので、１００％以下が望ましいとされている。  資本金＋剰余金＋評価差額等＋固定負債＋繰延収益 100 

11 流 動 比 率 
％ 

55.0 

％ 

55.4 

％ 

50.2 

 流 動 資 産 × 
100 

 流動負債に対する流動資産の割合を示すもので、短期債務に対する支払能力を
現す。比率は１００％以上であることが必要である。  流 動 負 債 

12 
企 業 債 償 還 元 金 

対減価償却額比率 

％ 

45.8 

％ 

47.9 

％ 

46.7 

 建設改良のための企業債償還金 × 
100 

 投下資本の回収と再投資との間のバランスを見る指標である。一般的に、この

比率が１００％を超えると再投資を行うに当たって企業債等の外部資金に頼らざ
るを得なくなり、投資の健全性は損なわれることになる。  当 年 度 減 価 償 却 費 

13 
企業債元利償還金 

対 料 金 収 入 比 率 
％ 

82.1 

％ 

90.7 

％ 

87.8 

 建設改良のための企業債元利償還金 × 
100 

 企業債元金償還金の料金収入に対する割合を示すものである。地方公営企業の

場合、建設投資の財源が企業債に依存していることから、この比率は高くなる。 
 料 金 収 入 

14 
職 員 給 与 費 
対料金収入比率 

％ 

7.1 

％ 

7.3 

％ 

7.2 

 職 員 給 与 費 × 
100  この比率が高いほど、固定費の割合が高くなり、財政硬直化の原因となる。 

 料 金 収 入 
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第５表  キャッシュ・フロー計算書 
                                 (単位：円) 
区          分 令和４年度 令和３年度 令和２年度 

１．業務活動によるキャッシュ・フロー 385,365,842 581,110,258 732,450,976 

   当年度純利益(△は純損失) 300,449 214,842 347,595 

   減価償却費 1,342,557,619 1,336,452,792 1,338,214,128 

   引当金の増減額(△は減少) △97,554 △8,560 △36,060 

   長期前受金戻入額 △886,940,969 △804,370,269 △804,919,778 

   利息及び企業債取扱諸費 123,874,332 136,684,747 150,449,673 

   未収金の増減額(△は増加) 6,019,591 36,476,456 △16,982,755 

   未払金の増減額(△は減少) △76,473,294 12,344,997 215,827,846 

小   計 509,240,174 717,795,005 882,900,649 

   利息及び企業債取扱諸費の支払額 △123,874,332 △136,684,747 △150,449,673 

    

２．投資活動によるキャッシュ・フロー △103,543,457 △130,157,035 △126,894,673 

   有形固定資産の取得による支出 △370,834,835 △321,955,004 △261,761,798 

   無形固定資産の取得による支出 △95,553,275 △119,293,730 △52,681,076 

   国庫補助金等による収入 158,139,742 107,801,621 64,105,093 

   他会計負担による収入 61,697,078 68,884,446 65,943,895 

   負担金による収入 1,410,910 1,410,910 823,637 

   基金の取り崩しによる収入 0 1,661,771 1,448,900 

   一般会計からの繰入金による収入 141,596,923 131,332,951 55,226,676 

    

３．財務活動によるキャッシュ・フロー △336,410,172 △364,335,003 △416,223,744 

   建設改良費等財源に充てるための企業債 

による収入 
285,400,000 281,900,000 214,800,000 

   建設改良費等財源に充てるための企業債 

の返済による支出 
△621,810,172 △646,235,003 △631,023,744 

    

 資金増加額（又は減少額） △54,587,787 86,618,220 189,332,559 

資金減少額 － － － 

資金期首残高 330,902,511 244,284,291 54,951,732 

資金期末残高 276,314,724 330,902,511 244,284,291 

    

 

 


